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１．研究計画の概要 

バブル崩壊後の長期停滞から脱却すべく、
「構造改革」が推し進められた。そこでは、
従来、多くの分野で共同体的な関係に根ざし
た不透明な制度や慣行が存在し、様々な保護
行政により効率の悪いシステムを温存して
きた構造に長期停滞の主因があり、この構造
的要因を除去し、人々の創意工夫を生かす自
由な活動の促進が社会・経済の再生に不可欠
と考えられた。しかし、単純に規制をなくす
だけでは、不公正な取引が横行し、企業の組
織形成においても、強者による不公正な支配
に歯止めが効かなくなる。そのため、規制緩
和の一方で、市場の公正さを確保し、自由な
競争を保障するための規制の拡充・強化が要
請される。また、そうした自由で競争的な市
場に委ねることは効率性の追求に役立つと
しても、それにより私人間の関係形成が歪め
られ、社会の存立基盤を掘り崩すような結果
がもたらされる危険性もある。構造改革は、
人々を他律から解放しようとした。だが、今
求められているのは、自律としての自由を尊
重しつつ人々の共同性を確保することを可
能にする法システムであると考えられる。従
来型の規制でも自由放任でもなく、自由を尊
重しつつ共同性の確保を可能とする法シス
テムのあり方を検討することが本研究の目
的であり、次の３つの側面から検討を進める。
（1）市場の秩序形成。自由で競争的市場と
公正な取引を確保する制度、企業活動を活性
化しつつ逸脱行動を防止する企業組織を検
討する。（2）社会の秩序形成。自律と信頼を
確保する制度として契約・責任・家族制度を
再検討し、効率性原理の浸透が社会と個人の
存立基盤を脅かさないようにするセーフテ
ィネットを検討する。(3) エンフォースメン

ト。個人や自律的団体のイニシアティブの活
用も含めた実効的法執行システムのあり方
を検討する。これらの検討を通じ、将来整備
を進めるべき法的規制のプログラムを提言
する。 

研究の中心的な課題として、市場秩序と消
費者支援、個人の自立と社会保障、これらに
相応しい規制・執行システムに焦点を合わせ
る。研究期間を３つの期に分け、第１期（平
成 19・20 年度）を現状の把握と問題点の整
理、第２期（平成 21・22 年度）をそれに基
づく新たな法モデルの検討、第３期（平成 23
年度）をこの法モデルを基礎とする具体的法
的規制のプログラムの検討にあてる。 
 

２．研究の進捗状況 
(1) 現状の把握と問題点の整理 
①市場の秩序と消費者の支援 
競争法：競争法の目的が消費者厚生の改善で
あるとしても、それのみを違法性判断の基準
とはできないことを明らかにし、競争プロセ
スへの影響も考慮する必要があることを示
した。 
消費者法：契約規制には他律型規制と自律保
障型規制があり、自律保障型規制には自律を
侵害から保護する規制と自律を支援する規
制があること等を基礎とする分析枠組みを
設定し、構造改革期における他律型規制から
自律保障型規制への移行と自律を支援する
規制の未整備を示した。 
企業組織法：企業結合形成過程及び結合企業
内の取引につき不公正の是正・防止メカニズ
ムを解明し、これまでのガバナンスルールの
問題点も解明した。 
②個人の自立と社会保障・労働環境 
従来の福祉国家像が揺らぎ、各国で自由主義



化といわれる現象が観察されるが、単純な収
斂ではなく、各国の制度遺産を反映して、異
なったタイプがみられることを明らかにし、
社会保障の新たな枠組みとしてどのような
可能性があるのかを探求した。また、規制緩
和の進展に伴い、非正規従業員の増加等の要
因により、濃密な人間関係に支えられた日本
的労使関係像の弱体化を明らかにし、今後の
規制の方向性を検討した。 
③規制・執行システム 
独禁法及び法人処罰の現状と問題点を明ら
かにし、実効性の向上には、刑事罰から課徴
金制度への移行が必要であることを示した。
さらに、行政強制論から義務履行確保論への
大きな流れを確認し、刑事規制の方向性との
符合を示した。また、これらの規制との相互
関係等に留意した民事規制のあり方も検討
した。 
(2) 法モデルの検討と提示 
自律を尊重する個人保護のあり方として、認
知能力の限界を踏まえ学習可能な状況を作
出する法の整備と、学習不能な状況への対処
としての直接的な介入という構造を持つ法
モデルがポスト構造改革期の法モデルとし
て有望であることを明らかにした。 
 
３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進展している。 
(理由) 
第１期に予定した２(1)①市場の秩序と消

費者の支援と２(1)②個人の自立と社会保障
の２つの領域での問題状況の調査と分析は
順調に進展し、構造改革期の対応の弊害の同
定及びそれがどのような法の不備から生じ
たかに関する解明を終えた。この作業に依拠
して、市場秩序については消費者厚生を直接
的な基準とすることの問題点、自己決定支援
の根拠とあり方、企業組織内の不公正への対
処法、社会保障の新たな枠組みとして可能な
選択肢の探求など、上記の不備の是正に資す
る法モデルの提示という第２期の課題につ
いても、研究は順調に進展している。中間総
括シンポジウム及び国際シンポジウムでの
内外の専門家の意見に照らしても、その方向
性が妥当であることを確認することができ
た。また、この法モデルのもつ新たな法的介
入方式が現実の法システムでどのように作
動し、効果的に機能できるかについての検討
作業も、当初の目的に向けて順調に研究が進
展しており、予定どおりの成果が見込まれる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
(1) ２(2)の法モデルの妥当性を各領域（消
費者法、金融商品取引法、競争法、商業言論、
自立支援、社会保障、企業組織等）にフィー
ドバックして検証する。(2) 上記法モデルに
基づく、競争法、消費者法、自立支援、社会

保障等の領域において、新たな規制プログラ
ムを例示する。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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